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第１章 計画の基本事項 

1-1 背景と目的 

札幌市では、平成１６年（２００４年）に「札幌市都市計画マスタープラン」（以下「１次マス

タープラン」という。）を策定し、それまでの市街地拡大を中心とした都市づくり１から、既存の

市街地や都市基盤を有効に活用する内部充実型の都市づくりへと方向転換を図ってきました。 

さらに、平成２８年（２０１６年）には、「第２次札幌市都市計画マスタープラン」（以下「２

次マスタープラン」という。）及び「札幌市立地適正化計画」を策定し、地下鉄駅の周辺などに居

住機能と生活を支える都市機能を集積することで、円滑な移動や都市サービスを享受できる「コ

ンパクトな都市」を目指して取り組んできました。 

昨今、札幌を取り巻く社会情勢は大きく変化しており、特に人口については令和３年（２０２

１年）以降、自然減が社会増を上回り人口減少局面を迎え、今後もこの傾向が続くと見込まれて

います。市街地において人口減少が進むと、一定の人口密度に支えられてきた都市機能の維持が

難しくなる可能性があります。そのため、公共交通による移動の利便性を確保しつつ、都市機能

の適切な配置を進めることにより、都市の活力を維持し、地域経済の発展を促すことが求められ

ています。 

また、近年では自然災害のリスクが高まり、気候変動の影響を見据えた、安全で強靱な都市づ

くりの重要性も一層高まっています。 

そこで、これらの課題に対応し、持続可能なまちづくりを将来にわたって進めていくため、「第

２次札幌市まちづくり戦略ビジョン２」（以下「２次ビジョン」という。）及び「第３次札幌市都市

計画マスタープラン」に掲げる基本目標・将来像を踏まえ、「第２次札幌市立地適正化計画」を策

定しました。 

本計画では、居住機能と都市機能の適切な配置や公共交通を基軸とした都市づくりの推進、防

災対策の強化などに取り組むことにより、将来にわたって誰もが住みやすく、活力にあふれた都

市として発展していくことを目指します。  

 
１ 都市づくり：都市の物的な側面に着目した概念であり、都市空間の整備に関わる取組全般を表す。取組の対象としては、道路、建築物、公園などの

人工的な環境の整備と、みどりや水などの自然環境の整備を含む。なお、「都市づくり」に加え、社会制度・行政制度などの仕組みづくりや多様な

コミュニティ活動など幅広い内容を含む包括的な概念を「まちづくり」としている。 
２ 第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン：札幌市のまちづくりの指針であり、計画体系では最上位に位置づけられる「総合計画」。目指すべきまちの

姿を描いた＜ビジョン編＞と、主に行政が優先的・集中的に実施することを記載した＜戦略編＞で構成 
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＜参考＞立地適正化計画制度の概要 

 

◆立地適正化計画とは 

 人口減少・少子高齢化の中でも、医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を都市の拠点とな

るエリアに誘導しつつ、その周辺や公共交通の沿線に居住を誘導するとともに、公共交通ネットワ

ークの形成と連携した取組を進める「コンパクト・プラス・ネットワーク」のまちづくりを実現す

るための計画です。 

◆立地適正化計画で定める事項 

＜立地適正化計画区域＞ 

＜立地の適正化に関する基本的な方針＞ 

 まちづくりの理念や目標、目指すべき都市像を設定 

＜居住誘導区域＞ 

 人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、都市機能や地域

コミュニティ３が持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域 

＜都市機能誘導区域＞ 

 都市の拠点となるエリアにおいて、医療・福祉・子育て支援・商業等の都市機能を集積させるこ

とで、効率的なサービスの提供を実現し、市民の利便性と福祉の向上を図ることを目的として、都

市機能の立地を誘導する区域 

＜誘導施設＞ 

 都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき施設 

＜誘導施設の立地を図るための事業等＞ 

 誘導区域へ居住や都市機能の誘導を図るために必要な事業（市街地再開発事業など）等 

＜防災指針＞ 

 居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災に関する機能を確保するための指針 

◆活用可能な支援措置等 

立地適正化計画に位置づけることにより、国等による様々な支援措置や、都市計画上の特例を活
用することが可能となります。 

◆事前届出 

居住誘導区域や都市機能誘導区域の区域外では、一定規模以上の住宅開発や誘導施設の建築など
を行う場合、事前届出を提出する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 地域コミュニティ：コミュニティは、地縁、血縁、文化的背景、価値観などに基づく共同体であり、そのうち、地縁的な要素の大きいものを地域コ

ミュニティとする。 

【立地適正化計画のイメージ】 
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1-2 位置づけ 

 
※上図における「法」は都市計画法を指します。 

※立地適正化計画は、都市計画マスタープランの一部とみなされます。（都市再生特別措置法第８２条） 

図 1-1 本計画の位置づけ 

【根拠法】 

都市再生特別措置法第８１条の規定による「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図る

ための計画」として定めます。 

【上位計画等との関係】 

本計画は、都市再生特別措置法第８２条に基づき、都市計画法第１８条の２の規定により定め

る「第３次札幌市都市計画マスタープラン」の一部とみなします。 

このため、「第３次札幌市都市計画マスタープラン」と同様に、「第２次札幌市まちづくり戦略

ビジョン」を上位計画とし、そのうち都市づくりに関わる事項について、他の分野別計画とも整

合を図りながら定めます。 

また、札幌圏都市計画区域（札幌市、小樽市、江別市、北広島市、石狩市）を対象として北海

道が定める広域のマスタープランである「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針４」に即し

て定めます。 

くわえて、本計画では、「札幌市総合交通計画」や「札幌市地域公共交通計画５」など交通ネッ

トワークに関連する計画と連携しながら、居住機能や都市機能が公共交通で結ばれたコンパク

ト・プラス・ネットワークの都市づくりを推進いたします。 

 
４ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針：都市計画区域について、都道府県が広域の見地から定めるマスタープラン。札幌圏都市計画区域は、札

幌市、小樽市、江別市、北広島市、石狩市で構成されている。 
５ 札幌市地域公共交通計画：持続可能で地域に適した公共交通ネットワーク構築の指針として、地域公共交通を取り巻く環境を踏まえ、目指すべき方

向性やその実現に向けた取組等を整理した計画 

 まちづくりの総合計画 
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1-3 対象区域 

対象区域（立地適正化計画区域）は、札幌市の「都市計画区域６」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 本計画の対象区域 

1-4 目標年次 

本計画は、「第３次札幌市都市計画マスタープラン」と同じく、おおむね２０年後の令和２７年

（２０４５年）を見据えた計画とすることを基本とし、将来展望に変化が生じるような社会情勢

の変化や関連計画の変更などを踏まえて、基本方針や取組の方向性、各区域等の設定などを随時

見直していくものとします。 

 

図 1-3 本計画の目標年次と見直しの考え方について（イメージ） 

◆将来人口推計について 

計画策定時（令和７年）において、令和２年（２０２０年）の国勢調査データが実測人口の最

新値であるため、本計画では当該時点を起算点として２０年後の令和２２年（２０４０年）の将

来値を推計しています。  

 
６ 都市計画区域：「一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある区域」として、都道府県が指定する区域。札幌市では、１１２，１

２６ｈａの行政区域のうち、南西部の国有林等の区域を除く５７，５８４ｈａが都市計画区域として指定されている（令和８年（２０２６年）３月

時点）。 
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1-5 計画の構成 

 

  
第１章 計画の基本的事項 

第２章 都市づくりのこれまでとこれから 

これまでの都市づくり等による札幌の特徴や、都市づくりを取り巻く現況、状況

の変化を踏まえ、これからの都市づくりにおける考え方を整理します。 

第３章 都市づくりの理念、目標、立地の適正化に 

関する基本的な方針 

これまでの都市づくりの取組と、人口減少等の社

会情勢の変化を踏まえ、これからの「都市づくりの

理念」や「基本目標」、「目指すべき都市構造」の考

え方を整理します。 ※都市計画マスタープランと共通 

さらに、「都市づくりの理念」、「基本目標」及び

「目指すべき都市構造」の実現に向けた施策を推進

するための基本的な方針を定めます。 

第４章 誘導区域と誘導施設 

居住機能と都市機能の誘導を図る「居住誘導区域」、「都市機能誘導区域」を設定し

ます。 

「都市機能誘導区域」に集積を目指す誘導施設を設定します。 災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
誘
導 

第５章 誘導に関する施策 

居住機能や都市機能の誘導に向けた施策や、都市のスポンジ化対策として低未利用

地に係る指針を整理します。 

第６章 立地適正化計画における防災指針 

災害ハザード情報と都市情報を重ね合わせて災害リスクを分析し、その結果に基づ

き、居住や都市機能の誘導を図る上で必要な防災・減災の取組方針や具体的な取組等

を整理します。 

第７章 立地適正化計画の実効性向上に向けた指標・目標値 

立地の適正化に関する 
基本的な方針 

都市づくりの理念 

基本目標 

目指すべき都市構造 

都市計画マスタープランと共通 
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1-6 北海道や道内市町村等との連携 

平成３１年（２０1９年）３月に、札幌市を連

携中枢都市として周辺１１市町村と「さっぽろ

連携中枢都市圏ビジョン」を策定し、圏域全体

の生活関連機能サービスの向上などに取り組

むこととしており、令和６年（２０２４年）３

月からは「第２期さっぽろ連携中枢都市圏ビジ

ョン」に基づき取組を進めています。 

本計画に基づく取組により、札幌市単独では

なく、北海道や道内市町村、さらには道内民間

企業との連携により、高い成果や実効性が期待

されます。 

これらを踏まえ、様々な分野において、道内

連携を深めながら取り組んでいくことを基本

とします。 

1-7 ＳＤＧｓと本計画との関連 

持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals、以下 「ＳＤＧｓ」という。）は、平

成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０ア

ジェンダ」において記載された平成２８年（２０１６年）から令和１２年（２０３０年）までの

国際目標です。  

持続可能な世界を実現するための１７のゴール（目標）と１６９のターゲット（取組・手段）

から構成され、地球上の誰一人として取り残さない（no one will be left behind）ことを誓っ

ています。 

札幌市は、国連で採択された持

続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の

達成に向けた優れた提案が認めら

れ、平成３０年（２０１８年）に内

閣府より「ＳＤＧｓ未来都市」と

して選定されており、市全体とし

てＳＤＧｓの推進につながる取組

を行うこととしています。 

本計画に基づく取組を推進する

ことで、本計画との関連の深いＳ

ＤＧｓの目標の達成に貢献してい

きます。  

図     

図 1-4 さっぽろ連携中枢都市圏 

 

図 1-5 ＳＤＧｓの１７のゴール 資料：国際連合広報センター 
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